
◎第２次静岡県男女共同参画基本計画第３期実践計画（平成30年度～令和２年度）評価一覧
※指標の数：第２期実践計画　80　→　第３期実践計画　66

Ⅰ　男女の人権を尊重し多様な生き方が選択できる土壌づくり

令和２年度末（2020年度）評価

実績値 評価 ※ 左の理由・考え方 今後の課題・取組の進め方等

1
「男は仕事、女は家事・育児」と
いう役割分担意識にとらわれない
男性の割合

(2017年度)
男性55.4%
（参考）
全体61.7%
女性66.1%

男性
60%以上

Ｂ Ｂ

(2019年度)
男性59.1%
全体63.3％
女性67.5％

（2019年度）
男性59.1%
全体63.3％
女性67.5％

Ｂ
数値は前回より改善し、順
調に推移している。

今後もあらゆる機会や媒体を通じた広報・啓
発活動により、固定的な性別役割分担意識の
解消や男性の意識改革を推進していく。

男女共同
参画課

①

2
性別にかかわりなく個性と能力を
発揮できる機会が確保されている
と思う県民の割合

(2017年度)
32.5％

50％以上 Ｃ Ｃ
(2019年度)

30.1%
（2019年度）

30.1%
Ｃ

数値は前回より後退し、目
標を達成できなかった。

今後もあらゆる機会や媒体を通じた広報・啓
発活動により、固定的な性別役割分担意識の
解消や男性の意識改革を推進していく。

男女共同
参画課

①

3

｢社会通念・慣習・しきたり｣にお
ける男女の平等感
「男性が非常に優遇」「どちらか
といえば男性が優遇」とする人の
割合

(2017年度)
77.5%

55%以下 Ｃ Ｃ
(2019年度)

77.0%
（2019年度）

77.0%
Ｃ

数値は前回より後退し、目
標を達成できなかった。

今後もあらゆる機会や媒体を通じた広報・啓
発活動により、固定的な性別役割分担意識の
解消や男性の意識改革を推進していく。

男女共同
参画課

③

4
「男女共同参画社会」という用語
を知っている人の割合

(2017年度)
31.1%

50%以上 Ｃ Ｃ
(2019年度)

34.7%
（2019年度）

34.7%
Ｃ

数値は前回より後退し、目
標を達成できなかった。

今後もあらゆる機会や媒体を通じた広報・啓
発活動により、固定的な性別役割分担意識の
解消や男性の意識改革を推進していく。

男女共同
参画課

⑥

（第２期）Ａ０　Ｂ１　Ｃ３ （R1）Ａ０　Ｂ１　Ｃ３（第３期総括）Ａ０　Ｂ１　Ｃ３ 

5

「学校教育｣における男女の平等感
「男性が非常に優遇」「どちらか
といえば男性が優遇」とする人の
割合

(2017年度)
16.0%

10%以下 Ｃ Ｃ
(2019年度)

17.9%
（2019年度）

17.9%
Ｃ

数値は前回より後退し、目
標を達成できなかった。

今後もあらゆる機会や媒体を通じた広報・啓
発活動により、固定的な性別役割分担意識の
解消や男性の意識改革を推進していく。

男女共同
参画課

④

6
「人権尊重の意識が生活の中に定
着した住み良い県となっている」
と感じる人の割合

(2017年度)
37.1%

(2021年度)
50%以上

Ｃ Ｂ
（2020年度）

48.2%
（2020年度）

48.2%
Ｂ

新型コロナウイルス感染症
の影響で、多くの講演会や
イベントが縮小・中止と
なったが、人権啓発セン
ターを中心として、人権教
育・人権啓発に継続的に取
り組んできた結果、県民の
人権尊重の意識は、2017年
度の37.1％に対して、2020
年度は48.2％となり、着実
に取組が進んでいる。

県民の人権意識の高揚を図るため、社会の状
況を的確に捉え、新たな人権問題を含めた
様々な課題を取り上げながら、継続的な周
知・啓発活動を行うとともに、ＳＮＳやイン
ターネット等を活用した広報やオンラインで
の講演会等を行い、あらゆる場における人権
教育・人権啓発に取り組んでいく。

人権同和
対策室

④

7
人権教育に関する研修会の伝達研
修等を実施した学校の割合

(2016年度)
小学校
77.2%

小学校
83％

― Ａ
(2019年度)

86.2%
（2020年度）

84.9%
Ａ

2019年度に目標を達成し
た。

今後も継続して学校における取組が進めら
れ、さらに、教員一人一人の人権教育の指導
方法についての理解を深められるよう、研修
会の内容の充実を図る。

教育
政策課

④

8
県立高等学校における保育・介護
体験の実施率

(2016年度)
96.7%

100% Ａ Ａ
(2019年度)

100%
（2020年度）

26.4%
Ａ ※

新型コロナウイルス感染拡
大の影響により、2020年度
においては実績値が目標値
を下回ったが、2019年度に
は目標値を達成しているた
め。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点か
ら、代替（講話等）で実施したり、次年度へ
延期したりした学校が多かった。
今後も受入施設等と協議をして、十分な感染
防止対策のもとで、県立高等学校全日制課程
(分校等含む)及び静岡中央、三島長陵、浜松
大平台高校の定時制課程(夜間を除く)で実施
を推進していく。

高校教育
課

②

9

男女共同参画に関する題材を扱っ
たり、その考えを組み入れたりす
るなどした授業、講座や活動等を
実施した学校の割合

(2016年度)
小学校90.9%、
中学校90.7%

高等学校84.5%、
特別支援学校

48.6%

小学校93%
中学校93%
高等学校87%
特別支援学校

51%

Ｃ Ａ

(2019年度)
小学校94.7%
中学校97.1%
高等学校89.1%
特別支援学校

64.9%

(2020年度)
小学校77.3%
中学校83.5%

高等学校66.7%
特別支援学校

45.9%

Ａ ※

新型コロナウイルス感染症
の影響で、授業時数や活動
が制限されたことが実績値
として下回った要因だと考
えられる。

今後も様々な機会を捉え、「静岡県人権教育
の手引き」等を活用した男女平等や人権教育
に関する活動を推進していく。

教育
政策課

④

（第２期）Ａ１　Ｂ０　Ｃ３ （R1）Ａ３　Ｂ１　Ｃ１（第３期）Ａ３　Ｂ１　Ｃ１

＜重点テーマ＞①政策・方針決定の場やあらゆる職域への女性の参画拡大、②男女双方にとってのワーク・ライフ・バランスの実現、③男女共同参画推進による地域力の強化、
　　　　　　　④人権の尊重による男女間の暴力の防止と格差是正、⑤女性の活躍推進、⑥重点テーマ以外

＜評価結果の見方＞A：極めて順調に進んでいる、B：順調に進んでいる、C：今後、積極的な取組が必要　※：コロナウイルス感染拡大の影響を考慮

方
針

基本的
施策

目標とする指標 基準値 2020目標
第２期
評価

R2.9月
検証

同左実績値 所管課(室)
重点
テーマ
番号
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令和２年度末（2020年度）評価

実績値 評価 ※ 左の理由・考え方 今後の課題・取組の進め方等

10
過去１年間にドメスティック・バ
イオレンスを受けたことがある人
の割合

(2017年度)
2.9%

「基準値より
減少」　

Ｂ Ｃ
（2019年度）

4.0%
（2019年度）

4.0%
Ｃ

基準値より数値が後退して
いるため。

ＤＶの認知度向上による顕在化も増加の一因
と考えられる。
今後もセミナー等による啓発活動を行ってい
く。

男女共同
参画課

④

11
過去１年間にセクシュアル・ハラ
スメントを受けたことがある人の
割合

(2017年度)
3.5%

「基準値より
減少」　

Ｃ Ｃ
（2019年度）

5.0%
（2019年度）

5.0%
Ｃ

基準値より数値が後退して
いるため。

セクハラの認知度向上による顕在化も増加の
一因と考えられる。
今後もセミナー等による啓発活動を行ってい
く。

男女共同
参画課

④

12
県内の男女共同参画に関する相談
窓口におけるＤＶ相談の件数

(2016年度)
3,887件

＿ － －
（2019年度）

4,374件
（2020年度）

4,833件
－

※調査指標であり、評価対
象外

年々件数が増加傾向にあり、またコロナ禍の
影響により、相談件数が増加したと考えられ
る。相談窓口が広く周知されているなど、Ｄ
Ｖ被害を相談しやすい体制が整ったことが背
景にあると考える。ＤＶの相談内容も多様化
しているため、相談員の資質の向上を図ると
ともに、関係部署との連携を強化し、多様化
する相談に対応できる体制づくりを進めてい
く。

男女共同
参画課

④

13
市町におけるドメスティック・バ
イオレンス防止ネットワーク設置
市町数

(2017年度）
29市町　

(2021年度)
35市町　

Ｃ Ｂ
(2019年度）

31市町
（2020年度）

33市町
Ｂ

目標年度には目標数値の達
成が可能な状況

複雑・多様化するDV相談への対応には、関係
機関との連携が必要不可欠であるということ
を引き続き周知していく。

こども
家庭課

④

14 市における女性相談員の配置市数
(2017年度)

17市
(2021年度）

23市　
Ｃ Ｃ

（2019年度）
17市

（2020年度）
17市

Ｃ
目標年度における目標数値
の達成が厳しい状況

支援の充実には、専門性の高い婦人相談員の
存在が必要であることを引き続き周知してい
く。

こども
家庭課

④

（第２期）　　　　　　　Ａ０　Ｂ１　Ｃ３（R1）Ａ０　Ｂ１　Ｃ３（第３期）Ａ０　Ｂ１　Ｃ３

（第２期で廃止した指標）Ａ０　Ｂ１　Ｃ０

方
針

基本的
施策

目標とする指標 基準値 2020目標
第2期
評価

R1年度
評価

同左実績値 所管課(室)
重点
テーマ
番号
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Ⅱ誰もが安心して暮らすことができる環境づくり

令和２年度末（2020年度）評価

実績値 評価 ※ 左の理由・考え方 今後の課題・取組の進め方等

15

「家庭生活｣における男女の平等感
「男性が非常に優遇」「どちらか
といえば男性が優遇」とする人の
割合

(2017年度)
53.0%

40%以下 Ｃ Ｃ
（2019年度）

54.0%
（2019年度）

54.0%
Ｃ

基準値より数値が後退して
いるため。
＊2019男女共同参画に関す
る県民意識調査

男女が共に子育てや介護等に主体的に関わ
り、調和のとれた生活を送れるように、男女
の固定的な役割分担や慣行の是正の働きかけ
や、ワークライフバランスの推進を図ってい
く。

男女共同
参画課 ③

16 男性の育児休業の取得率 
(2015年度)

男性
2.9%

男性
13％　

Ｃ Ｃ
(2019年度)

男性
6.5%

(2020年度)
男性
9.2%

Ｃ
数値は前回より上昇したも
のの、目標を達成できな
かった

家事・育児の負担が女性に偏っている現状を
踏まえ、女性の活躍を更に進めるためには、
男性の働き方・意識改革を図る必要がある。
また、育児・介護休業法の改正に伴う男性の
育児休業取得の柔軟化や事業主による環境整
備の義務づけなどを周知し、取得促進を図
る。

労働雇用
政策課

②

17 保育所等待機児童数
(2017年度)

456人
(2021年度）

0人
Ｃ Ｃ

（2020年度）
122人

（2020年度）
122人

Ｃ
市町の積極的な施設整備等
の取組により基準値から減
少傾向にある。

引き続き、目標達成に向けて、市町と連携し
ながら取り組んでいく。

こども
未来課

②

18 ふじさんっこ応援隊参加団体数
(2016年度)
1,333団体

(2021年度)
2,000団体 Ａ Ｂ

(2020年3月)
1,626団体

(2020年度)
2,044団体

Ａ
目標達成に向け順調に推移
している。

引き続き、応援隊の周知・普及を図るため、
ふじのくに子ども・子育て応援県民会議の構
成団体、市町等と連携し、子育て支援を行う
団体等への積極的な広報を行う。

こども
未来課

②

19
公的保育サービス受入児童数（認
可保育所、認定こども園、家庭的
保育、認証保育所など）

(2017年度)
61,371人

(2019年度)
75,957人

Ｃ Ｃ
（2020年度）

67,071人
（2020年度）

67,071人
Ｃ

定員に余裕があっても、申
込者の希望が、地域や年齢
別の定員に合わない等の理
由により目標値を下回っ
た。

引き続き、目標達成に向けて、市町と連携し
ながら、施設整備・拡充に取り組んでいく。

こども
未来課

②

20 放課後児童クラブの受入児童数
(2017年5月)
28,821人

(2020年5月)
34,576人

Ａ Ｂ
（2019年度）

32,648人
（2020年度）

32,733人
Ｂ

目標値に向けて順調に推移
している。

引き続き、目標達成に向けて、市町と連携し
ながら、施設整備・拡充に取り組んでいく。

こども
未来課

②

21
一時預かり（幼稚園型を除く）
実施箇所数

(2016年度)
363箇所

(2019年度)
430箇所

Ａ Ｃ
（2019年度）

361箇所
（2020年度）

344箇所
Ｃ

近年増加が大きいのは、幼
稚園型であり、その他の実
施箇所数は伸び悩み、基準
値より下回っている。

2017年度から2019年度分については、増加傾
向にあるものの目標値に及ばないため、事業
の普及促進により一層取り組む。

こども
未来課

②

22 延長保育実施箇所数
(2016年度)
530箇所

(2021年度)
710箇所

Ａ Ｂ
（2019年度）

660箇所
（2020年度）

683箇所
Ｂ

延長保育の実施箇所数は一
貫して増加を続けており、
基準値から例年増加傾向に
ある。

今後も市町と連携して事業の普及に取り組
む。

こども
未来課

②

23 病児保育実施箇所数
(2016年度)

73箇所
(2021年度)

90箇所
Ａ Ｂ

（2019年度）
84箇所

（2020年度）
90箇所

Ａ

病児対応型、体調不良児対
応型は一貫して増加を続け
ており、基準値から増加傾
向にある。

事業の普及促進により一層取り組む。
こども
未来課

②

24 地域子育て支援拠点事業の箇所数
(2016年度

(2017年7月))
211箇所

(2019年度)
230箇所

Ａ Ｃ
（2020年度）

216箇所
（2020年度）

216箇所
Ｃ

少子化の進展により利用者
数が減少した市町では、設
置箇所の見直しが行われ、
設置数が減少した。

引き続き、各市町が子育て家庭への支援を継
続していけるように、市町の実情に応じた設
置支援、運営費の助成を行っていく。

こども
未来課

②

25
「しずおか子育て優待カード事
業」協賛店舗数

(2017年度)
6,430店舗

(2021年度)
7,500店舗

Ｃ Ｃ
(2019年度)
7,041店舗

（2020年度）
6,865店舗

Ｃ
閉店した協賛店舗の整理等
を行ったため、登録店舗数
が減少した。

子育て優待カードキャンペーンを開催するな
ど、市町と連携し、広報活動を一層強化して
いく。

こども
未来課

②

26 地域包括支援センター設置箇所数
(2016年度)
143箇所

165箇所 Ａ Ｂ
(2019年度)
162箇所

（2020年度）
163箇所

Ｂ

地域包括支援センターの設
置数は、概ね計画どおりに
増加し、地域における高齢
者の支援体制の構築が図ら
れた。

地域包括支援センター職員を対象とした研修
の実施等により、地域包括支援センターの機
能向上を図る。

健康増進
課

②

（第２期）　　　　　　　Ａ７　Ｂ０　Ｃ５（R1）Ａ０　Ｂ5　Ｃ7 （第３期）Ａ2　Ｂ3　Ｃ７
（第２期で廃止した指標）Ａ０　Ｂ０　Ｃ５

方
針

基本的
施策

目標とする指標 基準値 2020目標
第2期
評価

R1年度
評価

同左実績値 所管課(室)
重点
テーマ
番号
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令和２年度末（2020年度）評価

実績値 評価 ※ 左の理由・考え方 今後の課題・取組の進め方等

27 乳がん検診受診率
(2016年）

45.4%
(2023年)
50％以上　

Ｃ Ｃ
(2019年)
46.6%

（2019年）
46.6%

Ｃ

出典元の国民生活基礎調査
は３年毎に公表され、実績
値は2019年度のものであ
る。目標には達していない
ものの、数値は向上してい
る。

・健診（検診）受診強化月間におけるキャン
ペーンや、ちらしの配布等により啓発活動を
行う。
・コロナ禍にあってもがん検診を受診するよ
う、県内検診機関や市町に対し、適切な体制
を確保するよう指導する。

疾病
対策課 ⑥

28 子宮頸がん検診受診率
(2016年）
43.2％

(2023年)
50％以上　

Ｃ Ｃ
(2019年)
44.0%

（2019年）
44.0%

Ｃ

出典元の国民生活基礎調査
は３年毎に公表され、実績
値は2019年度のものであ
る。目標には達していない
ものの、数値は向上してい
る。

・健診（検診）受診強化月間におけるキャン
ペーンや、ちらしの配布等により啓発活動を
行う。
・コロナ禍にあってもがん検診を受診するよ
う、県内検診機関や市町に対し、適切な体制
を確保するよう指導する。

疾病
対策課 ⑥

29 特定健診受診率
(2015年度）

52.9％
(2021年度)

70%
Ｃ Ｃ

(2017年度)
55.6%

（2018年度）
56.6%

Ｃ
年々増加しているが、目標
値には達していない

受診率は増加傾向にあるものの、目標値に及
ばないため、受診率向上のための普及啓発や
受診環境整備に一層取り組む。

健康増進
課

⑥

30 特定保健指導実施率
(2015年度)

18.5％
(2021年度)

45%
Ｃ Ｃ

(2017年度)
19.7%

（2018年度）
24.8%

Ｃ
年々増加しているが、目標
値には達していない

実施率は増加傾向にあるものの、目標値には
及ばないため、実施率向上のための普及啓発
や環境整備に一層取り組む。

健康増進
課

⑥

31
成人の喫煙率（喫煙習慣のある
人）

(2016年度)
20.1％

(2022年度)
12%

Ｃ Ｃ
(2019年)
18.6%

(2019年)
18.6%

Ｃ
年々減少しているが、目標
値には達していない

喫煙率は減少傾向にあるものの、目標には達
していないため、引き続き喫煙による健康被
害に関する正しい知識の普及啓発に取り組
む。

健康増進
課

⑥

（第２期）　　　　　　　Ａ０　Ｂ０　Ｃ５（R1）Ａ０　Ｂ０　Ｃ５（第３期）Ａ０　Ｂ０　Ｃ５

（第２期で廃止した指標）Ａ１　Ｂ０　Ｃ０

32 ひとり親の就職率
(2016年度)

35.7％
(2021年度)

49％
Ｃ Ｃ

（2019年度）
34.7%

（2020年度）
27.3%

Ｃ
目標年度における目標数値
の達成が厳しい状況

ひとり親サポートセンターの一層の周知や、
雇用のミスマッチを解消するための就業支援
の充実を図っていく。

こども
家庭課

④

33 社会参加している高齢者の割合
(2016年度)

48.5%
(2021年度)

70%
Ｃ Ａ

(2019年度)
72.4%

(2019年度)
72.4%

Ａ

しずおか健康長寿財団や県老人
クラブ連合会と連携し、高齢者
の生きがいづくり活動・社会参
加活動に取り組んできたこと
や、住民が主体となって介護予
防を行う「通いの場」の設置促
進など、介護予防・重度化防止
に取り組んだ結果、目標を達成
した。

地域包括ケアシステムの推進に当たり、地域
の担い手として、高齢者の社会参加が求めら
れていることから、シニアクラブ活動への支
援などを通じて、引き続き、社会参加活動の
促進に努める。

長寿政策
課

⑥

34
自立し社会参加していると感じて
いる障害のある人の割合

(2017年度)
51.3%

(2021年度)
70%　

Ｃ － －
（2020年度）

48.3%
Ｃ

新型コロナウイルス感染症
の関係で、地域での活動機
会が減少していることが影
響していると思われる。

新しい生活様式における合理的配慮の提供に
ついて周知啓発を行う。

障害者
政策課

⑥

（第２期）　　　　　　　Ａ０　Ｂ０　Ｃ３（R1）Ａ１　Ｂ０　Ｃ１（第３期）Ａ１　Ｂ０　Ｃ２

（第２期で廃止した指標）Ａ０　Ｂ１　Ｃ０

方
針

基本的
施策

目標とする指標 基準値 2020目標
第2期
評価

R1年度
評価

同左実績値 所管課(室)
重点
テーマ
番号

３
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Ⅲ　元気で活力のある社会づくり

令和２年度末（2020年度）評価

実績値 評価 ※ 左の理由・考え方 今後の課題・取組の進め方等

35

「政治の場｣における男女の平等感
「男性が非常に優遇」「どちらか
といえば男性が優遇」とする人の
割合

(2017年度)
76.4%

50%以下　 Ｃ Ｃ
(2019年度)

77.5%
(2019年度)

77.5%
Ｃ

基準値より数値は後退して
いるため。

多様な意見を反映させる観点から、政策・方
針決定過程への女性の参画拡大と、ワークラ
イフバランスの推進に向けた取組を行ってい
く。

男女共同
参画課

①

36

事業所の管理職に占める女性の割
合
（係長、課長、部長、それぞれの
相当職）

(2015年度)
係長21.3％
課長11.9％
部長 7.8％

(2021年度)
係長25.0％
課長15.0％
部長10.0％　

Ｂ Ｂ

(2019年度)
係長24.9％
課長12.9％
部長9.8％　

(2020年度)
係長27.1％
課長14.5％
部長11.1％

Ｂ 概ね、目標を達成した。
引き続き、女性自身の意欲・能力の向上を支
援するとともに、企業に対し、積極的な登用
や計画的な人材育成を促す。

労働雇用
政策課

①

37
農協の正組合員数、役員数に占め
る女性の割合

(2016年度)
役員
7.0%

正組合員
23.7%

役員
15.0%

正組合員
25.0%

Ｃ Ｂ

(2019年度)
役員
9.0％

正組合員
24.7％

(2020年度)
役員
8.8％

正組合員
25.0％

Ｂ

役員改選は3年に1度しか行
われないため、これ以上の
数値向上は望めない。正組
合員についてはほぼ目標ど
おり推移する予定。

役員については23年6月となるため、それまで
に選考方法の見直しを依頼する。

農業戦略
課

①

38 女性農業委員の割合
(2016年度)

8.0%
12.0% Ａ Ｃ

（2019年度）
11.0%

（2020年度）
11.0%

Ｂ

目標年度における目標数値
の達成が厳しい状況であ
り、達成に向けより一層の
推進が必要である

女性農業委員の割合は着実に増加しているも
のの、増え幅は微増であり、目標年度での達
成はできなかった。第３次計画での目標達成
に向けて、県農業会議と連携して、さらに啓
発を進めていく。

農業　　　
ビジネス

課
①

39

商工会、商工会議所、中小企業団
体中央会の役員等に占める女性役
員等の割合
商工会役員
商工会議所議員
中小企業団体中央会役員

（2017年度）
10.8%

（2016年度）
2.5%

（2017年度）
2.1%

12.0%

3.0%

4.5%

―
※調査
指標で
あり調
査対象

外

―
※調査
指標で
あり調
査対象

外

（2019年度）
9.8%

（2019年度）
3.1%

（2019年度）
2.0%

（2020年度）
商工会役員10.0%
商工会議所議員

3.6%
中小企業団体中央会

役員2.0%

Ｃ

商工会議所については目標
を達成しているが、商工
会、中小企業団体中央会に
ついては目標を下回ってい
るため

商工団体の女性部の活動に対する支援等を引
き続き行っていく。

経営支援
課

①

40
男女共同参画人財データーベース
登録人数

(2017年4月)
418人

(2021年度)
500人

― Ａ
（2020年度）

504人
（2020年度）

504人
Ａ 目標を達成した。

引き続き、広報等を通じて登録人数の増加を
図るとともに、データベースの利用拡大に取
り組んでいく。

男女共同
参画課 ①

41
市町職員の女性登用状況
（課長相当職以上）

(2017年)
12.2%

(2016年)
12.1%

2016年度の全
国平均13.5%

全国平均を
上回る　

Ｃ Ｃ
（2020年度）

13.9%
全国平均15.8%

（2020年度）
13.9%

全国平均15.8%
Ｃ

前年度から微減となったこ
とに加え、全国平均にも届
かなかった。

研修会などを通じて啓発に取組む。
男女共同
参画課

①

42
市町の審議会等委員に占める女性
比率

(2017年度)
26.6%

35%以上　 Ｃ Ｃ
（2019年度）

28.1%
（2020年度）

28%
Ｃ

前年度から微減となったこ
とに加え、目標数値の達成
が厳しくより一層の推進が
必要であると考えられるた
め。

審議会は、住民意見の反映の場であるため、
女性の参画拡大を啓発していく。

男女共同
参画課

①

43
県職員の女性登用状況（知事部
局：課長相当職以上）

(2017年度)
9.7%

(2022.4.1)
15.0%

Ｂ Ｂ
(2020.4.1)

11.6%
(2021.4.1)

12.8%
Ｂ 前年度から1.2%増加した。

引き続き、適正な人事評価と、性別にとらわ
れない登用に努める。

人事課 ①

方
針

基本的
施策

目標とする指標 基準値 2020目標
第2期
評価

R1年度
評価
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テーマ
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令和２年度末（2020年度）評価

実績値 評価 ※ 左の理由・考え方 今後の課題・取組の進め方等

44
県職員の女性登用状況（教育委員
会：課長相当職以上）

(2017年度)
11.9% 

(2016年度)
7.7%

2016年度の全国平
均 
9.6%

20% Ａ Ａ
（2020年度）

29.5%
（2020年度）

29.5%
Ａ

実績値が目標を上回ること
ができた。

引き続き、適正な人事評価と、性別にとらわ
れない登用の実施に努める。

教育総務
課

①

45 全警察官に占める女性の割合
（2017年度）

9.2%
（2021年度）

10%
Ｂ Ａ

（2020年度）
10.3%

（2021年度）
10.72%

Ａ 達成したため

現場執行力の強化を図りつつ、女性警察官な
らではの特性を活かした業務を検討したうえ
で、真に必要な数値を目標に掲げ、更なる採
用拡大に努める。

警察本部
警務課

①

46
県職員の女性登用状況（県警本
部：警部・課長補佐級以上）

(2017年度)
23人

－

―
※調査
指標で
あり評
価対象

外

―
※調査
指標で
あり調
査対象

外

（2020年度）
31人

（2021年度）
37人

―
※調査指標であり、評価対
象外

仕事と家庭生活の両立を可能とする働きやす
い職場環境づくりとともに、仕事への高い意
欲を持続可能なキャリア形成のための各種施
策を推進する。

警察本部
警務課

①

47
県の審議会委員に占める女性比率
40％以上の審議会の割合

(2017年度)
40%以上の
審議会
81.9％

女性比率40％
以上の審議会

85％以上
Ｂ Ａ

（2020年度）
88.2%

（2020年度）
88.2%

Ａ
前年度よりも増加してお
り、目標も上回っている。

引き続き、現状を維持できるように、関係各
課に働きかけを行う。

男女共同
参画課

①

48
教員の管理職における女性の割合
（公立小・中・高・特別支援の校
長・副校長･教頭）

 (2017年度)
18.4%

(2016年度)
17.1%

2016年度の全
国平均
16.1%

全国平均を
上回る

Ａ Ａ

（2020年度）
20.8%

2019年度全国
平均18.6%

（2020年度）
20.8%

2019年度全国平均
18.6%

Ａ
実績値が基準値を上回り、
かつ全国平均を上回ること
ができた。

引き続き、適正な人事評価と、性別にとらわ
れない登用の実施に努める。

教育総務
課

①

49
女性活躍関連イベント、セミナー
等の開催【新規】

(2016年度)
４回

毎年度
４回

― Ａ
（2019年度）

４回
（2020年度）

４回
Ａ 目標を達成している。

引き続き来、イベント等の開催に取組、男性
の家事育児分担の意識啓発を図る。

男女共同
参画課

⑤

（第２期）　　　　　　　Ａ３　Ｂ４　Ｃ４　（R1）Ａ６　Ｂ３　Ｃ４（第３期）Ａ６　Ｂ４　Ｃ４

（第２期で廃止した指標）Ａ１　Ｂ０　Ｃ２

方
針

基本的
施策

目標とする指標 基準値 2020目標
第2期
評価

R1年度
評価

同左実績値 所管課(室)
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テーマ
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令和２年度末（2020年度）評価

実績値 評価 ※ 左の理由・考え方 今後の課題・取組の進め方等

50
「職場｣における男女の平等感「男
性が非常に優遇」「どちらかとい
えば男性が優遇」とする人の割合

(2017年度)
59.1%

45%以下 Ｃ Ｃ
（2019年度）

61.6%
（2019年度）

61.6%
Ｃ

数値は前回より後退し、目
標を達成できなかった。

今後もあらゆる機会や媒体を通じた広報・啓
発活動により、固定的な性別役割分担意識の
解消や男性の意識改革を推進していく。

男女共同
参画課

②

51
決まって支給する現金給与額
（男女格差:/男性を100とした場
合）

(2016年度)
68.7％

継続的に
格差縮小

Ｂ Ｃ
(2019年度)

69.8％
(2020年度)

71.4%
Ｂ

実績値が昨年度を上回り、
格差は縮小している。

性別に関わりなく、その意欲と能力に基づい
た均等な処遇が受けられるよう、人材育成や
働きやすい就労環境の整備を支援する。

労働雇用
政策課

④

52
女性活躍法に基づく一般事業主行
動計画策定企業（300人以下）

(2017年12月)
159社

300社 ― Ａ
2020年6月末時

点
326社

（2021年3月末時
点）
360社

Ａ 目標数値を上回っている

女性活躍推進法の改正に伴い、R4.4月から策
定義務の対象企業数が拡大される。女性活躍
の取組が計画的に継続的に実施されるよう、
企業に対し、行動計画の策定を促す。

労働雇用
政策課

⑤

53
仕事と子育て（介護）の両立支
援・職場環境づくりに取り組んで
いる企業の割合

（2017年度）
76.6%

90% ― Ａ
(2019年度)

90.0%
(2020年度)

94.8%
Ａ 目標数値を上回っている

個々の事情にあった多様なライフスタイルが
実現できるよう、就労環境の整備を行う企業
にアドバイザーを派遣するなど、引き続き、
企業の実践的な取組を支援する。

労働雇用
政策課

②

54 年次有給休暇の取得日数
(2015年度)

7.6日
継続的に

増加　
Ｃ Ａ

(2019年度)
8.0日

(2019年度)
8.0日

Ａ
2020年度は調査を実施して
いない

年次有給休暇を取得させるよう企業に義務づ
けられ、年次有給休暇の取得に向けた環境は
向上した。

労働雇用
政策課

②

55
ふじのくに女性活躍応援会議の登
録件数

(2017年3月末)
52件

300件 ― Ｃ
（2019年度）

191件
（2020年度）

211件
Ｃ

数値は増加しているが、目
標達成に向け一層の推進が
必要である。

引き続き、広報等を通じて登録件数増を進め
ていく。

男女共同
参画課

⑤

56 農業経営に参画する女性の比率　
(2016年度)

4.7%
6.5% Ａ Ｃ

(2019年度)
5.9%

(2019年度)
5.9%

Ｃ
2020年度末の実績値は調査
前のため把握できなかっ
た。

女性及び夫婦共同申請による認定農業者の数
は増加しており、認定農業者全体に占める比
率も上昇している。一方、女性の認定新規就
農者数は伸び悩んでいるため、女性の職業選
択の一つとして農業が選ばれるよう啓発して
いく。

農業　　　
ビジネス

課
①

57 農業女性ネットワーク参加者数　
(2016年度末)

22人
80人 Ａ Ｂ

（2019年度）
64名

（2020年度）
65名

Ｂ

目標年度における目標数値
の達成が厳しい状況であ
り、達成に向けより一層の
推進が必要である

今後、更に活動を充実させることで着実に会
員数を増やしていく。

農業　　　
ビジネス

課
⑤

（第２期）　　　　　　　Ａ２　Ｂ１　Ｃ２（R1）Ａ３　Ｂ１　Ｃ４（第３期）Ａ３　Ｂ２　Ｃ３

（第２期で廃止した指標）Ａ１　Ｂ０　Ｃ４

方
針

基本的
施策

目標とする指標 基準値 2020目標
第2期
評価

R1年度
評価

同左実績値 所管課(室)
重点
テーマ
番号

Ⅲ
元
気
で
活
力
の
あ
る
社
会
づ
く
り

２
男
女
が
共
に
能
力
を
発
揮
で
き
る
就
業
環
境
の
整
備
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実績値 評価 ※ 左の理由・考え方 今後の課題・取組の進め方等

58

「地域｣における男女の平等感
「男性が非常に優遇」「どちらか
といえば男性が優遇」とする人の
割合

(2017年度)
46.0%

35%以下 Ｃ Ｃ
（2019年度）

46.9%
（2019年度）

46.9%
Ｃ

数値は前回より後退し、目
標を達成できなかった。

今後もあらゆる機会や媒体を通じた広報・啓
発活動により、固定的な性別役割分担意識の
解消や男性の意識改革を推進していく。

男女共同
参画課

③

59 公立学校ＰＴＡ会長の女性割合
(2017年度)
小学校9.3%
中学校8.0%

小学校12.0％
中学校10.0%

Ｂ Ａ

（2020年度）
小学校
13.2％
中学校
14.1%

（2020年度）
小学校
13.2％
中学校
14.1%

Ａ
小学校・中学校ともに目標
を上回った。

引き続き目標値を上回れるよう、研修会や会
議等を通じて、女性の参画拡大を啓発してい
く。

男女共同
参画課

③

60
相互理解促進人材（外国語ボラン
ティア等）の活動件数　

(2016年度）
1,092件

1,300件 Ｂ Ａ
（2019年度）

1,344件
（2020年度）

488件
Ａ ※

新型コロナウイルス感染症
拡大の影響によりイベント
等が中止となったため、活
動件数が減少した。

コロナ禍にあって、イベントなどの機会が減
少しているが、「ふじのくに留学生親善大
使」や国際交流員等が実施する出前教室など
のＰＲや広報を充実することにより活動件数
の増加を図る。

多文化共
生課

⑥

（第２期）　　　　　　　Ａ０　Ｂ２　Ｃ１（R1）Ａ２　Ｂ０　Ｃ１（第３期）Ａ２　Ｂ０　Ｃ１

（第２期で廃止した指標）Ａ１　Ｂ０　Ｃ０

61
「あざれあ」指定管理者の外部評
価

(2016年度)
Ａ＋

Ａ＋ Ａ Ａ
（2019年度）

Ａ＋
（2020年度）

Ａ＋
Ａ 目標を達成している。

外部評価結果を踏まえ、県と指定管理者が
「あざれあ」の管理運営の両輪となり、双方
が連携・協働して県民ニーズに沿った顧客本
位の施設管理・運営を心がけるとともに、
「あざれあ」の持つ場の力を最大限に活かし
た事業展開を図っていく。

男女共同
参画課 ③

62 県民の地域活動参加率
(2017年度)

76.2%
87%以上　 Ｂ Ｂ

（2020年度）
83.5%

（2020年度）
83.5%

Ｂ
実績値は基準値以上であ
り、目標値との乖離は見ら
れない。

住民自らの主体的な取組を促進し、地域コ
ミュニティを活性化するための事業を引き続
き実施していく。

地域振興
課

③

63 町内会等の代表における女性割合
(2017年度)

1.6%
2.5% Ｃ Ｂ

（2019年度）
2.1%

（2020年度）
1.9%

Ｃ
数値は前回より後退し、目
標を達成できなかった。

地域社会において女性の声も組み込んでいけ
るよう、今後も啓発を行う。

男女共同
参画課

③

64
女性が役員として参加している自
主防災組織の率

(2016年度）
38.2%

(2022年度)
100%

Ｃ －
(2016年度)

38.2%
(2016年度)

38.2%
－

自主防災組織実態調査未実
施のため、数値は前回のも
のを使用

自主防災組織実態調査については、今年度実
施予定

男女共同
参画課
危機情報

課

③

65
市町の男女共同参画に関する条例
制定率及び計画策定率　

(2017年度)
条例
37.1%
計画
85.7%

条例
50%以上
計画
100%

Ｃ Ｃ

（2020年度）
条例
37.1%
計画
94.3%

（2020年度）
条例
37.1%
計画
94.3%

Ｃ
条例･計画ともに目標値に達
していない。

研修会や計画策定支援を通して、計画の意義
や必要性を認識させ、市町の自主的な取組み
を促す。

男女共同
参画課 ③

66
県男女共同参画センター「あざれ
あナビ」へのアクセス件数

(2016年度)
430,466件

年間
40万件以上

Ｂ Ａ
（2019年度）
539,124件

（2020年度）
387,305件

Ａ ※

新型コロナウイルス感染拡
大の影響により、講座情報
等が減り、目標値を下回っ
たが、コロナ関連情報をま
とめて掲載するなど、利便
性を向上させた。

今後も県と指定管理者が連携協働し、SNSの活
用など新鮮で有益な情報の受発信に努め、利
用者の拡大を図っていく。

男女共同
参画課

③

（第２期）　　　　　　　Ａ１　Ｂ２　Ｃ３ （R1）Ａ２　Ｂ２　Ｃ１　不可１（第３期）Ａ２　Ｂ１　Ｃ２　評価不可１

（第２期で廃止した指標）Ａ２　Ｂ０　Ｃ１

（第２期）　　　　　　　Ａ14　Ｂ11　Ｃ32 計57 計57 （第３期）Ａ18　Ｂ14　Ｃ30　計62 (評価不可1、調査指標3)

（第２期で廃止した指標）Ａ６　Ｂ２　Ｃ12 計20 計20

方
針

基本的
施策

目標とする指標 基準値 2020目標
第2期
評価

R1年度
評価

同左実績値 所管課(室)
重点
テーマ
番号

３
国
際
社
会
及
び
地
域
社
会
の
一
員
と
し
て

行
う
活
動
へ
の
参
画
支
援

Ⅲ
元
気
で
活
力
の
あ
る
社
会
づ
く
り

４
地
域
の
課
題
解
決
に
向
け
た
実
践
的
な
取
組
の
推
進
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